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学力テストを用いたアクションリサーチ
教育社会学的知見の現場貢献可能性

　本稿の目的は、筆者が約2年にわたり小学校で実施して
きたアクションリサーチから、教育社会学的知見はいかにし
て学校現場に貢献しうるのか考察し、その可能性を提示する
ことである。教育社会学においては、2000年ごろから、「臨
床」や「現場貢献」に対する意識や注目の高まりが起こった。
理念ベースの研究の蓄積が行われてきた一方で、現場貢献を
重視するアクションリサーチの具体的な研究の蓄積は乏しい
状況にある。
　そこで本研究においては、公立小学校を対象に学力格差の
是正に向けたアクションリサーチに取り組んだ。アクション
リサーチでは、毎年春に学力診断テストを実施し、その分析
と現場へのフィードバック、実践の検討などを行った。その
結果、教育社会学的知見が学校現場に貢献できることとして、
学校現場内部に共通の文脈（コンテキスト）を与えること、
子どもの実態把握を様々な視点（パースペクティブ）から可
能にすること、教師の実践を通して知見を子どもに還元して
いくことの3点が挙げられた。
　その上で本研究の課題として、第一に本研究が一つの学校
を舞台とした事例研究であり、知見の一般化可能性を検討す
る必要があること、第二に量的調査の手法を用いているが、
学級単位のサンプル数が少なく、統計的分析の結果に限界が
あることである。こうした課題を乗り越えるためにも、教育
社会学の領域においてアクションリサーチの性質を有する研
究の積極的な蓄積が求められている。

伊藤 駿
大阪大学大学院人間科学研究科博士後期課程
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はじめに

　本稿の目的は、筆者が約2年にわたり小学校で実施してきたフィールドワー

クの中で学校現場との協働で起こったアクションリサーチをもとに、教育社会

学的知見はいかにして学校現場に貢献しうるのか考察し、その可能性を提示す

ることである。

　筆者は後に述べる通り公立B小学校においてフィールドワークを実施すると

ともに、その中で学校との協議を経て「学力診断テスト」の実施・分析を担当し

ている。学力診断テストは毎年4月、前年度学年の内容を中心に出題し、その

解答の傾向を分析し、学校現場へフィードバック、教師たちとの協議を行って

いる。

　共生学の構築という観点から考えた時、これまで様々な研究領域で指摘され

てきた階層・ジェンダー・国籍・障害・母語など当事者自身がいかようにもし難

い背景に起因する不平等、不公正の実態をどのように解消していくのかという

問いは避けて通れない。その中でも教育社会学は学力の問題を主に階層や国籍

の違いという観点から分析し、そこに生じる不平等の現実を指摘してきた。今

後は志水（2016）が指摘する通り、公教育が公正な教育システムとして正常に

機能するためにはメリトクラティックな社会において、十分に活躍できるだけ

の力を子どもが身に付けることが求められる。では、その力を子どもたちが身

につけるため、学校や教師はどのような支援を行うことができるのか。また研

究者はそうした課題の指摘にとどまることなく、どのようにして学校の援助や

改善に取り組めるのか。本稿では、筆者が取り組んだ具体的なアクションリサー

チから、それらの問いに対する一つの答えを導くことをめざす。

　以下では、まずこれまでのアクションリサーチや臨床といった試みが教育学、

特に教育社会学においてどのように扱われ、どのような研究が蓄積されてきた

のか述べ、その後筆者の実際の試みを紹介し、それを通して考えられる教育社

会学的知見の学校現場への貢献可能性を提示する。

1．問題の所在と先行研究

　教育社会学においては、特に2000年頃から、「臨床」「臨床の知」（中村 1992）

や「現場貢献」に対する意識や注目の高まりが起こり、研究の蓄積や検討が行わ

れてきた。学校臨床学に目を向ければ、その特徴は「問題が生まれる過程とそ

の解決策の探究を、“臨床的”と言われる方法で（ものごとが起こっているあり

さまを遠くから眺めて頭の中だけで理屈で考えるのでなく、ものごとが起こっ

ている現場にできるだけ近づき、入り込み、そこで起こっていることがらを丁

寧に観察したり問題解決に具体的に関わったりしながら考えていく方法で）行

おうとする新しい学問分野」（近藤 1996: 16-17）と定義されている。また志水

（2001）は、学校臨床社会学の問題領域を「個人の援助」「組織の援助」「組織の改

善」に分類し、「組織の援助」から「組織の改善」への研究の発展が、社会学的な

方法による臨床的研究の課題として指摘している。

　日本教育学会の機関誌『教育学研究』では第69集（2002）において「教育にお

ける臨床の知」という特集が、また日本教育社会学会の機関誌『教育社会学研究』

では、第74集（2004）で「教育臨床の社会学」という特集が組まれ、第97集に

はレビュー論文として「教育社会学は教育現場にいかに貢献しうるか」（渋谷他 

2015）が掲載された。いずれにおいても教育社会学的知見が現場に貢献できる

のか、そもそも現場に直接的な貢献をすることが是とされて良いのかというこ

とが検討されている。これらで述べられている知見を要約するならば、学問的

知見の教育実践への貢献や政策提言などが要求される現代社会において、その

貢献可能性を追究していく必要は当然ある。だが他方では、それと同時にかつ

て志水が提唱したスクールバスモデルについて「どのようなバスが必要とされ

るかは、それが走る道によって異なってくる」（志水編 2009: 102）と述べた通り、

実践現場の多様性とその個々の文脈に即した検討が必要になってくるというこ

とである。ではどのようにして、個々の文脈を把握し、その上で検討を進めて

いくのか。その答えの一つとしてアクションリサーチを取り上げたい。アクショ

ンリサーチは後に述べる通り、研究者自身が対象となる場に参与することを積

極的に肯定するものである。この場への参与は実践現場の実践を改変してしま

う可能性を有すると同時に、その特徴や文化などを直接的に体験することにつ
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ながると考えられる。この観点からアクションリサーチは、先の志水の指摘に

応答できる一つの手段だと言えるだろう。

　アクションリサーチはLewin（1946)によって提唱された。日本におけるア

クションリサーチは「社会的な課題や問題に応じて実施され、その成果がその

状況を改善するために利用されるような、社会的に有益でかつ理論的にも意義

がある研究の総称」（鹿毛 2002: 160）だとされている。これに加え、「アクショ

ンリサーチを推進する研究者は、自らが『場』に関与している事実を積極的に肯

定し、その関与の事実も組み込みながら『活動』と『場』の変容の過程を観察し、

記述する」（佐藤 1998）ことが述べられてきた。

　これまでの教育社会学に関連するアクションリサーチの性質を持つ具体的報

告は、少数であるが存在する。先に挙げた『教育社会学研究』の特集では、酒井

（2004）、古賀（2004）、竹川（2004）が、臨床的な教育社会学の可能性を指摘し

ている。これらの研究に共通しているのは、現場における「言説を記述し、分

析し、整理して見せる」（酒井 2004: 11）というように現場と研究者の間にある

一定の「距離」を取ることで、現場の状況や問題を再構成していくことが、結果

として学校現場にある様々な課題を発見することにつながったり、解決の糸口

となったりすると考えられていることである。しかしそれは同時に紅林（2004: 

72）が「学校づくりにおける理念との距離の取り方」を課題としてあげるように、

実践的な貢献と学術面における貢献の両立の困難さが教育社会学におけるアク

ションリサーチの抱える課題として考えられる。渋谷他（2015）は、教師であ

る（あった）研究者によるアクションリサーチ（千葉・大多和 2007; 広崎 2007; 

吉田 2005, 2007; 鈴木 2012）についても取り上げている。油布（2010）は教師を

対象とした研究の多くが「現場への批判性を忌避することで『思考停止』に陥っ

ていることを指摘し」（渋谷他 2015: 94）たが、上記の教師たちによる研究は、

教育現場に教師として関わった研究者たち自身が、現場における課題を指摘し

たり、その解決方策を考察したりしている。これらは、上記の批判に対する応

答という点で、学術的にも大きな意義を有していると考えられる。

　そのような中、先行研究の中でも特に学校現場に直接的な貢献を志している

研究として酒井（2007）が挙げられる。酒井（2007）においては、著者をはじめ

とする大学生・大学院生が直接的に商業高校の生徒たちの進学支援に直接取り

組むアクションリサーチが報告されている。同著の中で酒井は自身が採用した

研究方法に様々な批判があることを認めつつ、それ以上に得たものの方が大き

いと主張している。実際に商業高校の生徒たちが進路実現を果たしていくとい

う現場への直接的な影響に加え、その研究スタンスを採用したことで得られた

データの学術的な意義も高いと言う。また酒井（2014）においては、複数の学校

現場において著者が行ってきた研究をもとに、「教育臨床社会学」の構想を示し

ている。教育臨床社会学とは著者によれば「分析的・批判的に検討しつつ、そ

の中で常に教育のあり方、教育問題の捉え方、子どもの成長のあり方について

あるべき姿を追究する」（酒井 2014: 221）学問である。これらの酒井による両研

究は具体的な事例を描き出した重要な研究であると同時に、特定の教育問題に

対する研究者の実践的アプローチの可能性を提示している。

　ところが、この酒井の研究を除いて、教育社会学に関する知見を学校現場に

積極的に還元し、学校現場において目指される研究者の「あるべき姿を追究す

る」挑戦の報告は筆者の管見の限りなされていない。しかし、先に述べたよう

な共生学の構築をめざす研究者は、「あるべき姿を追究する」だけでなく、その

あるべき姿に向かって学校現場と共に歩んでいく必要があるのではないだろう

か。酒井（2007）の取り組みはその問題意識に対する一つの答えを提示してい

るが、同時にその中には何名もの研究者、大学生・大学院生という担い手が存

在している。それは、学校現場に直接、貢献していくためには多くの人的リソー

スが必要であるという証左かもしれない。酒井（2007）のような取り組みをよ

り広げていくためには、この人的なリソースを揃えられるかどうかが大きな障

壁となることは想像に難くない。これに対しては、今ある学校現場の様々なリ

ソースを研究者の媒介によってより大きな効果を産み出せる取り組みを通して

学校現場の問題解決をめざすことが一つの解決策として提示できるのではない

か 1。特に、共生学の構築という観点から考えれば、ある特定の条件を有する

研究者のみが実践可能なものを提示するのではなく、むしろ汎用可能性が高い

事例を提供し、それぞれの現場の課題を地道に解決していける道筋を示してい

くことが肝要である。
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2．研究の方法と対象

2.1 研究の対象
　本研究では対象として、公立B小学校を選定した。B小学校は児童数が約

200名、教師数が26名の小規模校である。B小学校はD中学校区であり、D中

学校区は被差別部落を有しており、中学校区全体として同和教育が盛んであ

る。またB小学校は公営団地に隣接しており、小学校区、中学校区共に、社会

経済的に厳しい状況にある家庭の子どもが多く通ってきている。実際にB小学

校全体として、約半数の児童が要保護ないし準要保護家庭から通っている。ま

た、低所得家庭の中には外国につながりを持つ家庭やひとり親家庭もあり、外

国につながりを持つ児童が約10%、ひとり親家庭から通う子どもが約20%と

なっている。その一方で、近年では小学校区内に新興住宅地の建設が進んでお

り、ミドルクラスの家庭の子どもも一定数、在籍するようになった。言い換え

るならば、多様な家庭背景、階層の子どもたちが在籍し、学んでいる状況にある。

　B小学校は古くから、どのような子どもであれ、地域の学校の通常の学級

で学ぶ権利を持ち、他の子どもと「共に生き、共に学ぶ」、原学級保障（藤田 

1998）に取り組んでいる。その取り組みの一環で、特別支援学級在籍の子ども

でも実際の学校生活において、その多くを通常の学級で学んでいる。それは外

国につながりを持つ児童も同様で、もちろん国語の授業を中心に日本語の重点

的な指導が必要とされる際には日本語教室での取り出し指導がなされるが、基

本的には通常の学級で学んでいる。そのため、本研究においては、対象の学級

の中で共に学ぶ特別支援学級在籍の児童 2や、外国につながりをもつ児童も対

象に含まれている。また原学級保障の取り組みの背景には先述の通り、かねて

より同和教育に取り組んできたという歴史があり、その影響から「すべての子

どもの学力保障」「共生」が学校目標や学校運営の軸に定められている。

　学力診断テストは1年生を除く学年で実施しているが、本稿では2016年度

に5年生であった学年を主として取り上げ、その比較対象として1学年上の同

年度に6年生であった学年を取り上げる。なお以下では前者のグループをAと、

後者をBと表記し、例えば2016年度のAについて議論するときは2016Aと表

記する。グループA、Bともに学年の児童数は約30名の単学級である。そのた

めクラス替えなどはない。また担任教師は両グループともに調査期間中、2年

度以上同じ教師が務めていない。つまり毎年、担任教師は変わっている。この

グループA、Bに共通することは、学校全体で「学力的に厳しい学年」として認

識されていることである。特にグループAは社会経済的に厳しい環境下にある

児童の割合が学校内でも突出して高く、少人数指導、特定の教科に専科の教師

をつけるなどの学校内人事で配慮が行われている。

2.2 研究の方法
　続いて研究の方法を述べる。本研究はアクションリサーチの性質を有してい

る。ただし、筆者はアクションリサーチの実施を目的として、フィールドワー

クを始めたのではなかった。本研究がアクションリサーチに取り組むに至った

経緯は次節において述べ、本項では研究の方法に限って論じる。アクションリ

サーチは先述の通り「臨床」に対する意識の高まりにつれて、特に教育心理学

や教育工学を中心に取り組まれてきた（伊藤他 2017）。その一方で、教育社会

学の知見を活用した研究の蓄積はまだ少なく、教育心理学や教育工学という観

点に基づいて進められてきた研究の方法が通ずるとは限らない。そこで本研究

では、伊藤他（2017）のアクションリサーチの定義を参考にし、研究を行った。

伊藤他は「Planとして学校の課題に社会的文脈を接合した上での現状把握とそ

の打開の方向性を探ること、Doとしてその実施、Checkとして単純に学力向

上などを数字で測定するのではなく、社会的背景に関する変数を導入し、『格

差の拡大・縮小』という観点からの測定、そして新たなActionを模索、立案し

ていくという、一定のプロセス」（伊藤他 2017: 232-233）をアクションリサーチ

の定義としている。また「学校現場というドメインを考えた時、Doを研究者が

行うことは難しく、あくまでPlanを協働的に作り上げ、それに基づいて、教師

が実践、また協働してCheckしていく」という形態を提唱している。

　本研究に先のプロセスを当てはめて研究の方法を述べていく。B小学校で

は、はじめにで述べた通り、毎年4月に「学力診断テスト 3」（図1）を実施してい

る。学力診断テストの問題は、筆者と研究に対する助言者が原案を作成し、そ

れを教師たちが問題のレベルや学年の問題を網羅しているかなどの観点から修

正、協議した上で決定している。また配点についても教師と協議した上で決定
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した。テスト作成の際には、実際にテストを受ける子どもたちに対する負担を

考え、前年度の学習内容の基礎的な部分を中心に出題し、「全員に100点を取っ

てほしい内容」（2015/12/11　フィールドノーツより）のテスト 4とした。そのテ

ストを4月に各学級で30分の時間設定で実施した。採点については、統一した

採点基準に基づいて行うために筆者が全学級分を行い、採点した結果を教師に

返却した。また2016年度に作成した問題を基本とし、誤植の修正などを除い

てテストの問題は年度ごとに変更を加えていない。つまり、同一集団について

はテストの点数で年ごとの比較をすることはできないが、2016年度の6年生と

2017年度の6年生では受けている問題が同じであるため比較が可能である。

　続いてこの学力診断テストの分析方法について述べる 5。まず各児童の得点

と設問ごとの正答率を集計し、その上で児童の持つ背景（経済的困難・ひとり

親家庭・外国籍・特別支援学級籍）や学校生活に関するアンケートの結果を用い

て、平均の比較、相関、重回帰分析を統計ソフトSPSSで行った。また二時点

目にあたる2017年度の結果については、上記の分析に加えて、2016年度の学

級内での児童の順位と2017年度の順位を比較し、その上昇・維持・下降を捉え

て分析している。

　そして、これらの結果を教師たちに報告し、学級、学校が抱えている学力面

での課題や学校生活と学力の関係について協議を重ね、実践への適用を検討し

た（Plan）。その上で、その検討をもとに教師たちは教育活動を実施した（Do）。

そして次の4月に次学年でのテストを行い、子どもたちの理解や分析の結果の

変化を捉えた（Check）。最後にその結果をもとに実践の改善を協議し、次年度

のPlanへとつなげていった。ただし二時点目のテストは、4月に実施している

ということからも、担任教師が持ち上がりでなければ、担任を持って間もない

児童の結果であり、Checkとしての機能と同時にそれ以降の教育活動や内容の

計画を立てるというPlanとしての性質も有している。

　同時に筆者は2015年4月より週に1回の頻度でフィールドワークを行い、学

級の様子を観察している。その際に教師たちと学力診断テストの結果について

話す機会があり、本研究でもその際に得られた知見を用いている。また2017

年度には、2016年度の結果と比較して、大幅に上昇・下降した児童を取り上げ、

その児童に関する生活の変化や様子に関するインタビューを実施した。インタ

ビューは半構造化面接の形式で、あらかじめ聞き取る内容を伝え、その回答を

必要に応じてより詳細に聞き取った。

　なお本研究の実施にあたっては、管理職と協議し、倫理的な配慮に関する説

明を行い、同意を得ている。また本稿で出てくる教師・児童・学校名は全て仮

名である。

3．アクションリサーチの結果

　本節では筆者が取り組んだアクションリサーチの結果を述べていく。それに

先立ち、筆者がB小学校においてアクションリサーチに取り組むに至った経緯

を説明する。筆者は2015年4月から、学力格差の実態把握を目的としたフィー

ルドワークをB小学校にて行っていた。フィールドワーク実施にあたっては、

予め研究の目的などを学校に伝えており、学力に関する研究で参与観察を行っ

ている研究者 6として認識されていた。しかしフィールドワークを実施してい

く中で、時に担任教師や管理職から学級の様子を尋ねられたり、子どもたちの

変化について意見を求められる場面があった。そうした中で、学校としては学

図 1　学力診断テストの例（五年生）
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力格差 7と言われる状況を改善したい、言い換えるならば全ての子どもに対す

る学力保障に向けて取り組んでいきたいという話になり、筆者もその取り組み

に加わっていくことになった。そして、日々の教育活動の内容が一年を通して

子どもたちの身についているのか確認するための一つの方法として学力診断テ

ストの実施に至った。

3.1　一時点目の集計と結果（Plan/Do）
　本項においては一時点目、つまり2016年4月に実施したテストの結果とそれ

を現場にフィードバックしていった様子を述べる。なお実際には1年生を除く

全学年でテストの集計と結果を報告しているが、先述の通り本稿では2016年

度時点で5年生の学級について報告する。

　結果の集計については、先述の通りまず個人別の結果と設問別の正答率をま

とめた。倫理的配慮の観点から個人別の結果を記載することはできないため、

ここでは設問別の正答率を中心に扱う。図1の問題に対する正答率を図2（N=34）

の通りまとめた。実際には配点によりそれぞれの問題の重み付けは異なるが、

それは考慮せず図2のように単純集計の結果を学校に提示した。

　図2からも明らかな通り、全員が100点を取れる問題として教師たちが予想

していたのにも関わらず、全員が正しい解答をしている問題がなく、設問間の

正答率の差が大きいことが見て取れる。これらの内容を主に学力保障に関する

テーマをメインに議論する会議（以下、学力保障会議）において報告し、このデー

タを元に議論を行った。なお議論においては、筆者から発言することは基本的

にないが、説明を求められた場面においては、事実をもとに説明をした。

　学力保障会議では、まず実際のテストの結果を見て想定以上に児童の正答率

や平均点が高くないことに対して驚きの声が上がった。その上で議論の中では

「弱いとわかった部分について、きちんと改めて授業の中で扱っていきましょ

う」（2016/5/17 学力保障会議より引用）という一致した指導の方向性を持つと

ともに、個人別の点数や正当率を見ていく中では「団地の子どもの方がしんど

いと思っていたけど、それほどでもないのかな」と児童の背景に注目した発言

や、「この問題の正答率がここまで低くなるのか」といった児童の実態に注目し

た発言がなされていた。また実際に使用した問題を持ってきて、特に正答率が

低い問題について「うまく去年のうちに学習できていなかったのかな」といった

ことや「この問題でつまづいているのはこの学年の特徴かな」という議論も起

こった。

　こうした議論を経て、教師たちは具体的な実践に移っていく。ある教師は、

テストの答案用紙を返却し、子どもたちに間違えたところを集中的に復習する

ように指示をしたり、実際に練習問題を板書して問題に取り組ませたりした。

しかしながら、この実践は普段の単元テストの後にも行われているものであり、

それほど教師たちにとって「本研究を通して」行った実践とはいい難いもので

あったように筆者には思われた。

　また筆者は教師から出た問いについて、必要な場合は一度持ち帰り改めて分

析をして報告するということをくり返した。例えば、先の団地に在住している

か否かという観点については、平均の比較を行い分析した。その結果、団地在

住の児童の平均点が74.48点であり、団地以外に在住の児童の平均点は77.67

点であった。またこの差には統計上の有意性は認められなかったことも含めて

伝えていった。そうした議論をくり返していく中で、例えば4年生の担任を持っ

ている教師は、昨年度の4年生の結果を見て「つまづきやすい」問題や単元の把

握につとめる様子も見られた。図 2　設問別正答率（2016A）
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3.2  二時点目のデータの分析（Check）
　続いて二時点目のデータの分析に移りたい。この分析では、一時点目のデー

タと合わせて使用することで、学力の相対的な変化を捉えることにも挑戦した。

ここでも前項を踏襲し、2016年度時点で5年生、つまり二時点目においては6

年生の学級を取り上げる。まず一時点目と同様に個人別の解答と設問別の正答

率を作成した。二時点目における正答率は図3の通りである（N=33）。

　図3からも明らかな通り、図2と同様に正答率が100%の問題がないこと、

また問題間の正答率にも差があることがわかる。学校側からの要望により、こ

のデータを速報データとしてすぐにフィードバックすると、昨年度の学年と

の差について多くの質問や感想が出た。そこで、2016年度の6年生と2017

年度の6年生について正答率を比較したものが図4である（N=28:2016年度、

33:2017年度）。

　図4を見ると、5番の問題を除きほとんどの問題が2016年度の正答率を下回っ

ており、2017年度の6年生の実態がより厳しいものであることがわかる。た

だし、この2年度間の正答率の差の有意性が5%水準で認められたのは、1_4、

4_1、4_2（それぞれイータの値は0.284、0.279、0.307）のみであった 8。しか

しながら、この結果を見た教師たちから語られたの

は「正直、厳しい結果になりましたね。」という言葉

であり、「なんとかしていかないといけない」という

覚悟であった。2017年度の結果はその他の学年につ

いても、一学年を除き前年度の結果を下回るという

結果になった（表1）。教師たちにとっては、2016年

度のPlanに対するCheckの結果がより厳しいものと

なったとも捉えられたのである。

　ところで、この二時点間の得点差に対する解釈には検討を要する。2017A

および2016Bの結果を比較しているが、2016Aと2015Bの比較はしておらず

2016Aから2017Aへの変化と2015Bから2016Bの変化の比較を行っていない

ため、両グループの5年生のときの学習成果を比較することができないからで

ある。つまり、前節で述べたPlanに対するCheckとしては十分ではない。この

点は本稿における課題として今後検討を要する。筆者のフィールドワークの中

では、このグループAの5年生の時は非常に落ち着いて学習に集中している様

子が見られていた。その成果が2016Bの結果よりも低く出たということはやは図 3　設問別正答率（2017A）

図 4　設問別正答率の比較（二時点・6 年生）

表 1　二時点間の比較
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り「厳しい結果」という認識を筆者自身も持ったことを述べておきたい。またグ

ループBがこの学力診断テストと同時期に受けた2016年度の全国学力・学習状

況調査（以下、全国学力テスト）の結果はおよそ全国平均と同程度であり、逆に

言えば2017Aの学力診断テストの結果から、グループAの全国学力テストの結

果予測もまた厳しいものとして考えられた。

3.3　改善案の模索（Action）
　その上で、改善に向けた動き（Action）へと移っていった。まず厳しい結果に

なったことを踏まえて、2016年度から2017年度にかけて学力が変化した児童

を抽出した。この抽出にあたっては、2016年度の学級内順位と2017年度の学

級内順位を作成し、その順位の変化が学級の4分の1以上であることを条件と

した。つまり、30人の学級であれば、8位以上変化が見られた児童を抽出した。

この抽出した児童の一覧が表2である。この表を元に協議を、学力保障会議に

おける協議と教師一人ひとりに対するインタビューという2つの形式で実施し

た 9。

　この協議の中でまず表2を見た教師たちの反応は「え、この子が？」という反

応と「予想通り」という2つに分かれた。その上でなぜ上昇／下降したのかとい

う点で協議を進めていく中で家庭環境に関する言及であったり、学校生活に関

する言及が見られたりした。しかし同時に会議の長を務める堀口先生からは次

の通り話がなされた。

正直にショックな結果となったことをまず受け止めましょう。その上で、

どうしていけるのか、特に今回上がってきた中で予想していなかった子ど

もたちについては注意深く見ていく必要があるということは間違いないで

しょう。今回の結果をそうやって受け止めて、きちんと子どもたちに返し

ていきましょう。

（2017/05/31 フィールドノーツより）

　このようにして筆者が提示したデータによって、教師たちが注意深く見守っ

ていく必要がある児童

が可視化されていった。

また先の正答率に関す

る項目についても、教

育実践の中に取り入れ

られていく様子が見ら

れた。ある教師はクラ

スの中で正答率が低い

項目を重点的に取り上

げ、プリント（図5）と

して提示していた。こ

のプリントは学級全体

で正答率の低かった問

題を取り上げ、それに

類する問題を掲載して

いる。そしてそのプリ

表 2　学力が変化した児童

図 5　学力診断テストの結果をもとに作成されたプリント



未来共生学  第 5 号186 伊藤｜学力テストを用いたアクションリサーチ 187

ントを教材としてその日の授業を作っていったのである。

　このように、Checkとしての二時点目のテストは一時点目と比較して実践へ

と還元されていった。その上で図5に見られるようなActionが講じられ、次な

るPlanへと移っていった。それでは次節において、本節で見てきた実践例から、

教育社会学の知見が学校現場にどのような貢献が可能であるのか考察していく

ことにしたい。

4.　教育社会学的知見の現場貢献可能性

　本節においては、筆者自身が取り組んだアクションリサーチから明らかに

なった、教育社会学的知見の現場貢献可能性を考察していく。筆者はこれまで

に参加した会議や本研究に関わる協議や教師との立ち話に至るまでの記録から、

現場貢献の可能性として3点を挙げることができたと考えている。第一に、学

校現場における教育活動に対する共通のコンテキスト（文脈）を設定すること、

第二に、学校現場にいる子どもたちの実態を様々な側面から捉えること、第三

に、教師を通じた教育実践への還元である。なおこの3点は決して排他的な関

係にあるのではなく、むしろオーバーラップしているものであることを予め述

べておきたい。

4.1 共通の文脈の設定
　本研究においては、学力保障会議を通じて教師自身が担任している学年とは

異なる学年も含めて、毎年行う同様の問題とその結果という共通の題材が教師

に共有される。特に学力診断テストは4月という教師たちが担任を持って間も

ない児童の学力状況を明らかにするため、様々な発見と協議のきっかけとなっ

ている様子が見られた。これが仮に2学期に入った時点で実施していたとした

ら教師たちにとっては「予想通り」という結果になったかもしれない。また筆者

が直接丸つけをしており、「1-3及び1-4については小数点の移動について理解

ができていなかったり、そもそも解答が長くなり途中でミスをしていたりする

解答が見られた」（B小学校研究紀要より引用）といった間違いの詳細について

も担任個人ではなく、学力保障会議や職員会議を通じて学校全体に共有された。

学力保障会議における協議では、教師たちからつい「毎年ここの学年はしんど

い（関西弁独特のニュアンスを有しているが、主に学力や生活の面において厳

しい状況にあることを意味している）」と言ってしまうが、そのしんどさの学年・

集団差が把握できるのは、子どもの実態を教職員で共有することに役立ってい

るという語りが聞かれた。

　さらに2年間という一定の期間を経て、本研究を通じて筆者が実感したこと

は、研究者つまり筆者と学校、そして学校内部においてもアクションリサーチ

を通して、特定のコンテキストを共有し、時間を経るほど指数関数的に協働性

が高まっていったことである。例えば、一時点目であれば単純に筆者からテス

ト結果を報告し、それをもとに協議、検討していくという流れであったのが、

二時点目には教師から様々な要望が出されるようになってくる。

学力保障会議の後、日本語指導の教師に話しかけられる。

教師「今日出してくれたやつ、学級ごとの結果はわかったんだけど、もし

よかったら外国ルーツの子どもたちだけ抽出して検討することできる？」

筆者「ちょっとやってみます。」

教師「そうしたら改めて名簿作って渡しますね」

（2017/05/31 フィールドノーツより）

　教師の発言の最後にもあるように、教師たちも必要なデータを積極的に筆者

に対して提出をしてくれるようになる。そして筆者はその得られた情報をもと

に分析を行い、学校へフィードバックをしていく。研究者としての立場から考

えても、児童の個人情報や学校での様子などを把握するためのデータが教師た

ちから得られることは大きな意味を持つ。

　また、全校の二時点目のデータを一時点目の同学年と比較した時、二時点目

の方が厳しい結果となったことを伝え、学校として厳しい現実に直面している

ことが共有され、3.3の堀口先生の語りにあるように全体として意識が統一さ

れる場面も見られた。2節でも述べた通り、テストの結果から注意深く見守る

べき子どもたちが共有され、全体として注目されるようになる。共通のコンテ

キストが得られて向かうべき方向が定められることは、学校全体としてポジ
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ティブに働いていたように思われる。これはかつて志水（2009）がスクールバス

モデルの中で述べた「力のある学校」の要素である、「気持ちのそろった教職員

集団」に類していると考えられる。教師たちの気持ちをそろえるためには、共

通の目的、またその目的に向かうという文脈をこのアクションリサーチが与え

ていたと考えられる。

　

4.2 子どもの実態の把握
　学力診断テストの結果は、教師たちによって目の前にいる子どもたちの実態

把握のために用いられていた。もちろん志水（2010）が提唱している「学力の樹」

にも見られるように、テストの結果という「目に見える学力」の基礎には、学習

意欲や態度といった「目に見えない学力」があると考えられる。そのため、テス

トの結果を単純に受け止めるのではなく、その結果を様々な方法や側面から検

討していくことが必要となる。

　例えば、二時点目のテストと一時点目のテストを比較することで学級内での

学力の上昇 /下降の実態が共有され、その学級に関わる教師たちの中で「意識し

て見ていく」子どもたちが決定されていた。特に、教師たちからの反応で、表

2の中でも比較的上位から中位へ移動した児童、また中位から下位へ移動して

いった子どもたち、そして逆に中位から上位、下位から中位へと上昇していた

子どもたちの実態が捉えられていない様子が多々見られた。

筆者：ぱっとこの結果を見て、意外な結果や逆に予想通りだなって思う子

たちっていますか。

教師：上昇した子はそんなに思わないんですけど、下降した子は○○（児童

の名前）以外は意外だったように思います。

筆者：というのは

教師：（下降した子どもの一人について）「授業が面白い」とか、「今は理科が

好き」とか、そういうことを話するようになって、今までと全然違うとい

うか、すごい勉強楽しそうにしてるから、お母さんも「うれしい」みたいな

話をすることがすごく多くって、懇談のときとかも（話をしていたので）。

（2017/7/10 中島先生インタビュー）

　上記のように、教師たちの中の印象とテストの結果が逆の結果になることも

ある。言い換えるならば、アクションリサーチが教師たちにとって子どもたち

の実態について捉え直す契機となる。

　また個人別に限らず特定のカテゴリごとの実態を捉えることにもつながる。

それは3節で述べた、団地と非団地という居住形態だけでなく、男女というジェ

ンダー、外国ルーツか否かという点、ひとり親家庭に限った検討など、実施し

たものは多岐にわたる。またその内容は差があると教師が考えていた居住形態

の例のように、逆に差が出ないということもあった。

　子どもの実態を捉えることは、時によっては低学力の子どもが怠けていると

いうように個人に原因が追及されてしまうこともあり得る。例えば、二時点目

のテスト結果が一時点目と比較して大きく下降している子どもがいた時、「去

年ほとんど勉強していなかった」という解釈が教師からなされることがある。

そのため筆者は報告する際に、特に低学力に陥った子どもたちについて、その

学力低下の原因を個人に要求するのではなく、どのように支えていくのかとい

う観点で報告を行っていた。

4.3 実践への還元
　本節の最後にアクションリサーチで得られた知見の実践への還元について報

告する。まず、3.3で見たようにテストの設問別解答率を図のようにプリント

として配布、また授業で扱うことによって教師たちの実践をより効果的なもの

にする可能性がある。本稿の冒頭でも述べた通り、教育社会学的知見が現場に

直接貢献することはできなかったと言えよう。しかしながら、3節に見られる

ように、研究者が提示したデータを、教師たちが実践レベルに落とし込んでい

くことは可能であり、これは研究で得られた知見が有用に還元されていった例

として挙げることができる。

　またある教師からは「どの子どもがクラスの中位にいるのかがわかり、授業

のレベルの設定につながる」という語りがなされたり、また別の教師からは「家

庭学習によく取り組んできた成果が出た子もいて、きちんと褒めていきたいと

思う」という話をされたりすることがあった。もちろんこれは見方を変えれば、

日々教師たちが実践している単元テスト、あるいは大規模な学力調査でも実施
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可能かもしれない。しかしながら、近年よく報道がなされているように教師が

置かれている勤務状況は多忙の一言に尽きると言っても過言ではない 10。また

全国学力テストは4月に実施し、結果が8月末に返却され、その頃には子ども

たちの実態も変化してしまってという語りも教師たちからは聞かれる。そうし

た中で、筆者たちが短時間のうちに結果に対するフィードバックを行っていっ

たことは教師たちにとって、その時に向き合う子どもたちの姿と重なり合うこ

とが多く、実践として還元することができたと考えられる。

　最後に管理職の視点をあげたい。偶然にもこの二時点目のテストを行った

2016年度から前校長が異動になり、他校から校長が赴任した。そのため、新校

長はテスト実施やまた返却の時点では学級や子どもの実態に対する把握は十分

でなかったようで、結果を報告してすぐ、次のように筆者に話しかけてきた。

（新）校長：あの（テストのこと）結果見て、学級の様子見たら確かになって

正直に思いました。多分あの報告を聞いていた担任の先生たちもそうだと

思うし、きっとすぐに実践に活かしてくれると思う。それと同時に私もま

だまだ来て日が浅いから、この頂いたデータからどんどん学校のことを

知っていかないとって思いました。前にいた学校とはやっぱり課題も違う

し、相対的に見れば学力的に厳しい子どもたちが多いように思います。

（2017/06/06 フィールドノーツより）

　確かに管理職は学校全体を司る存在であり、各学級に入り込んで子どもたち

の実態を把握していくことは難しい。その一方、学校現場で日々起こる子ども

の問題は、子どもの個々の問題であり、その実態をベースに話し合いが持た

れることが多い。また管理職は学校としての方針や、若手教師に対するアドバ

イスを求められる。そうした時、今回のような子どもたち一人ひとり、そして

学級全体の様子が把握できるデータが活用されていくのである。ここまで三点、

本アクションリサーチを通して見てきた、教育社会学的知見の現場貢献の可能

性を検討してきた。それは教師たち、そして学校としての方針を下支えし、共

通のコンテキストを与えるという学校全体の意識面に対する影響から、児童の

実態を単にテストの結果という側面だけでなく、子どもたちの背景から読み解

くことによって多面的な実態把握が可能になった。また最後には筆者たちが導

き出した知見を教師たちが実践レベルに直接落とし込むことによって、現場か

ら一定の距離を取っていた教育社会学の知見が実践に還元されていた。

5．研究と実践の間で

　ここまで本アクションリサーチの概要、そして教育社会学的知見の現場貢献

の可能性を検討してきた。教育学における質的研究とアクションリサーチの相

互関連についての検討は、志水（2001）や佐藤（1998）を除くとほとんどなされ

てこなかった（佐藤他 2004）という指摘以降、若干の研究の蓄積はされつつも、

その数は多くない状況が続いている。その理由の一つには、教育社会学におい

て頻繁に用いられているフィールドワークの方法を巡って、佐藤郁哉がかつて

「フィールドワーカーは、自国と調査地の両方の社会にとって『異人（ストレン

ジャー）』になる」（佐藤 1992: 38-39）と指摘したように「よそ者」「観察者」とい

う性質が強調されてきたことによるだろう。アクションリサーチでは、実践に

コミットすることとなり、この佐藤の指摘と対照的な位置づけになるため、採

用されにくかったのである。しかしながら、観察者としての視点から捉えた知

見が特定のカテゴリに属する児童生徒の低達成やいじめの構造といった様々な

課題を明らかにし、教育問題を世に知らしめ、政策提言など大きな動きへつな

がっていったこともまた事実である。それは同時に、時に学校で格差や不平等・

不公正が再生産されているという厳しい現実を学校現場に突きつける役割を

担ってしまっていたこともある。だからこそ「では学校教育はどのようにした

らいいのですか」という問いにぶつかってきたのである。

  ところで、佐藤他（2004）においては、アクションリサーチの取り組みにつ

いて、生涯教育・社会教育の領域において多くの蓄積がなされていると同時に、

先に挙げた志水（2001）や佐藤（1998）などにおいてそうした蓄積が振り返られ

ていないと述べている。社会教育は学校教育研究と比較しても、対象とする実

践の姿が極めて多様であり、自ずとアクションリサーチに近い形の研究が進め

られてきた面がある（佐藤他  2004: 344）。本研究においても、社会教育におけ

るアクションリサーチの発展を十分に検討し切れたとは言えない。しかしなが
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ら、佐藤らも述べる通り「学校教育をめぐるAR（アクションリサーチのこと）

の基準をそのまま社会教育の領域に当てはめることができるとは限らない。学

校教育に対する社会教育の独自性を自覚しながら、研究の信頼性を確保するこ

とが求められ」（佐藤他 2004: 345, 丸括弧内は筆者による補足）ており、学校教

育におけるアクションリサーチを志向する本研究の知見の独自性を本稿では取

り上げることにしたい。では、本研究が学校教育をフィールドとするがゆえの

独自性は何か。先の佐藤らの研究は社会教育に注目しつつも、その中身は多く

の学校教育におけるアクションリサーチを引用して議論を行っている。そのた

め、得られた知見を一概に差異化することはできないことを認めつつ考えてい

きたい。

  まず、学校教育における、特に教育社会学的知見を活用するアクションリサー

チにおいては「では、学校教育はどのようにしたらいいのですか」という問いが

与えられやすいことが挙げられよう。それは学力の階層間・ジェンダー間格差、

発達障害と認定される児童生徒とスティグマの議論など多岐に渡ると考えられ

るが、いずれにせよ問題の設定がすでになされていることが少なくない。本研

究もその焦点は「学力」に置いており、学力格差をはじめ多くの研究が蓄積され

ているし、問題意識を学校現場と共有することもそれほど難しくはない。それ

に対して佐藤らが取り上げた宮原ら（1959）の研究においては、当初研究者と

地域の主力メンバー 11が想定していた課題設定に対して、村民たちが受け入れ

た部分が小さく、当初の予定通り研究が進行しないということが起こったと報

告されている。もちろん例えば筆者が行ったようなアクションリサーチを特定

の市区町村で実施するとなれば同様のことも起こりうるが、本研究のように学

校現場との関わりを通して、そのシステムに含みこまれていくプロセスで生成

されるアクションリサーチの場合は、同様の課題が発生しにくく、特徴や強み

として考えられるだろう。

  また、あえて誤解を恐れずに表現すれば、学校教育におけるアクションリサー

チは問いや、課題設定が明確であるがゆえに、そのゴールについても設定が比

較的容易と言えるだろう。もちろん伊藤ら（2017）が取り組んだ「書く力を高め

る」というゴールが設定され、では「書く力」とは何か、また何を以って測定さ

れうるのかという課題が起こるが、同時にその課題に対する追究もそこからは

じまる。言い換えるならば、3節で述べたPDCAサイクルを回していくという

ことが学校教育におけるアクションリサーチには一定親和性が見られるが、社

会教育においては共通の目的を設定することが困難になりやすいなど、先のサ

イクルを回していくことの困難性が考えられる。

　さて、志水は「冷たい知」と「温かい知」という形で教育社会学が生み出す知見

を整理している（志水 2014）。前者は「社会の現実を人びとに冷徹につきつけ」

（志水 2014: 8）、後者は「『厳しい現実のなかで何をなしうるか』を伝えようとす

る」（前掲）ものだと説明される。本研究に当てはめた時、この両者は決して相

反する関係ではなく、むしろこの両者をくり返し用いることこそがアクション

リサーチの営みになっていたことがわかる。それは、堀口先生の語りにあった

「正直にショックな結果となった」という言葉からもわかる。このショックな結

果を与えてしまったとしても、その上で「温かい知」の創出を目指していく営み

こそがアクションリサーチであり、教育社会学としての現場貢献の一つの形と

いえるのではないだろうか。

　しかしその営みは、非常の多くの困難を伴う。その最たるものが現場との信

頼関係（ラポール）である。学校現場の教師が多くの仕事を抱え、限られた時間

をさらに研究者という「よそ者」が奪うことは、容易に現場との信頼関係を崩し

てしまう。アクションリサーチという営みは、学校現場と研究者の間の信頼関

係の上で成り立つものであり、それが時間を経て強固になればなるほど協働性

が高まっていくことは本稿の3節からも明らかである。

　その点から考えれば、これまでの学力研究などで見られるワンショット・サー

ベイという形ではなく、むしろ学校現場に粘り強く関わっていく必要があり、

その上で学校現場の教育活動の中に研究者自身が身を投じ参加していく必要が

あるだろう。しかしそれは現場と研究者の距離が近くなり、フィールドワーク

における観察者が観察する対象の実践を変化させてしまう危険性があることを

認めなければならない。そしてそれは同時に、研究を行う者としての価値観そ

のものを反映しうるものであると言えるだろう。

　本研究において筆者は、フィールドワークの中で、宿題の丸つけ、自習監督、

校外学習の引率、運動会の補助、プリント類の翻訳作業など「言われたことは

なんでもやる」というスタンスを取り続けた。だからこそ、本稿で取り上げた
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テストの結果から現場の共感が得られるデータを見出し、アクションリサーチ

という研究を実施することができたのかもしれない。この実感を得るきっかけ

となったのが、次の堀口先生の語りである。

たまたま△△さん（筆者のこと）の指導教員の先生とお会いするタイミング

があって、お話したんです。正直、△△さんが出してくれる結果に時々傷

つくこともあるって。でも、普段から学校に入り込んでくれているから頷

けるし、そのデータを使って他の先生たちと色々考えることができる。そ

して次に活かしていける。本当に助かってますって。

（2017/6/15 フィールドノーツより）

　もちろんこの言葉がB小学校の総意であるというエビデンスはなく、「お世辞」

の可能性も否定することはできない。しかしながら、このアクションリサーチ

は現在（2017年9月）も継続しており、その結果に基づき分析をより深化させて

いっている。そうすることで、また新たな「冷たい知」と「温かい知」の創出につ

ながり、学校現場への貢献へとつながっていくのである。それは本節のタイト

ルの通り、研究と実践の間をひたすらに往還するという作業であろう。時に現

場の様子を研究の文脈で解釈するし、逆に研究の言葉を現場に還元するために

一種の翻訳作業を行うこともある。その中でまた新たな発見をしたり、教師の

実践という形で子どもたちへも良い影響が与えられたりしていく。

　共生学という観点から考えた時、冒頭で述べた通り様々な研究が指摘してき

た不平等、不公正の実態をどのように解消、改善していくのか検討する必要が

あることはいうまでもない。教育社会学は特に保護者の資本の再生産の議論や

被差別部落における低学力問題など様々な不平等を明らかにしてきた。同時に

「では学校教育はどうしたらよいのでしょうか」（新井 2017: 148）という問いも

ぶつけられてきた。それに対する応答は、先の志水（2009）が指摘した通り、実

践現場の多様性と個々の文脈に即して検討していくほかない。本稿で提示した

アクションリサーチはその具体的な内容であると同時に、フィールドワークと

いう営みを通して現場に参与し続けることで、ひいては現場にある課題の解決

にも繫がる可能性を有していると言える。

　最後に本稿の課題を述べたい。第一に本稿はあくまで公立B小学校という一

事例に過ぎず、現場貢献の可能性という仮説の提示に留まっている。今後も教

育社会学や教育学におけるアクションリサーチの性質を有する研究の蓄積を通

して知見を精錬していく必要がある。また教育社会学においては、本稿で取り

上げたフィールドワークを中心としたアクションリサーチの他にも、様々な調

査の方法が存在しており、研究の蓄積とともに異なる貢献の形が提示されて行

くだろう。

　第二に分析にあたっての、サンプル数の偏り、少なさが挙げられる。一学級

あたりのサンプル数は多くて30名であり、統計的手法を用いてこれらのデー

タを分析することは難しさがあるだろう。またB小学校は2節でも述べた通り、

社会的にマイノリティの立場と考えられる家庭から通う子どもたちが多く在籍

しており、サンプルの性質にも偏りがある。また本稿で扱ったのは小学校の事

例であり、他校種の事例をも含めた研究の蓄積が求められている。

　最後に本研究で扱った知見が「社会学的か」という問題である。社会学的と

は何か、という議論は本稿で扱う範囲を大きく越えてしまうが、例えば酒井が

述べるように「最も重要なのは、言語論的転回やポストモダンのインパクトで

あり、構築主義や社会構成主義と言われる立場に立つ研究が、自明な日常を脱

構築することに注力してきたこと」（酒井 2014: ⅲ）が「社会学的」であることの

特徴の一つと言える。そしてその脱構築の過程において、ジェンダーや国籍と

いう様々なパースペクティブから捉えてきたのである。その点、本研究は本稿

で取り上げられなかった範囲も含めてテストの結果を様々に検討し、教師たち

と共にその中身を解体してきたとも捉えられる。また、言語論的展開以前にも、

社会学はエビデンスを数値で示し、社会の中にある当然と考えられてきた価値

観や習慣を批判的に検討してきた。本稿でもテストを学校と協働で実施し、そ

の数値を元に学校現場との議論を行なうことを通して、学校現場の中の思い込

みや意識のズレを明らかにし、教育実践へと還元できた。しかしながら、その

知見や今回扱った内容が教育学的すぎると指摘されれば、その指摘に対する明

快な回答はない。より教育社会学が持つ強みを活かしつつ、現場に貢献するア

クションリサーチという営みの追究が今求められている。
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注

1  決して筆者は、学校現場の教職員をはじめとする人的リソースのほか、物的リソースが「研

究のために」存在していると認識しているわけではない。むしろ学校現場にとって研究者が

「有用な」リソースになりうるのではないかという問題意識から本稿はスタートしている。

2  これまでの学力調査のデザインにおいては、全国学力学習状況調査をはじめ特別支援教育の

対象となっている児童生徒については、調査の対象外となっていた。しかし、今回B小学校
と協議した結果、学校として原学級保障に取り組んでいることからも、特別支援学級の学籍

であることを理由にテストを受けさせないということは学校側の理念と一致しないこともあ

り、全員が受けることになった。

3  学力診断テストは算数のみで実施している。また4月に実施するという性質上、1年生には
実施していない。

4 こうしたテストを作成し、分析するときの限界として「天井効果」があげられる。天井効果と

は、100点を取った児童について100点以上の難易度を設定していないため、その学力を正
確に把握できないことを意味する。しかしながら、本文の中でも見てきた通り、教師たちが

「100点を取れる」と認識していた学力診断テストであっても得点分布にはある程度の広がり
が見られた。なお2016年度の記述統計は表3、2017年度の記述統計は表4の通りである（小
数第2位を四捨五入）。

5  学力診断テストの分析方法は、本文で記した通りであるが本稿では特に学校現場との協働に

目を向けるため扱っていないものもある。

6 筆者は一人の大学院生であり、研究者として認識されていたかという議論の余地はもちろん

ある。しかしながら、年度末には研究の報告を教職員全体に行うことが求められており、少

なからず「研究をしている者」として認識されていたと考えられる。

7 本研究においては「学力格差の是正」を目的としつつ、その内容は全体の「学力向上」になっ

ている。学力格差とは、元来集団間の格差を意味しており、特に社会階層、文化資本などに

よって検討がなされている。しかしながら、既述の通り、B小学校が置かれた社会経済的な
状況は相対的に見ても厳しいことは明らかであり、このB小学校全体の学力向上を図ってい
くことがひいては学力格差の是正につながると考えている。

8  平均の比較の結果は、表5の通りである。

9  学力保障会議はB小学校の半数の教師が参加しており、2017年5月15日に実施された。ま
た教師に行ったインタビュー対象者は次の表6の通りである。なお2016年度に5年生の担任
であった教師は2017年度から産休に入っておりインタビューの実施ができていないが、少
人数指導や支援学級担任、日本語指導の教師から重点的に本学年の児童について聞き取り、

データを収集した。また表2については実際の会議では実名で扱っているが、本稿では倫理
的観点から仮名処理している。

10  例えば近年の報道では、OECDによる国際教員指導環境調査（TALIS2013）が挙げられる。
他国と比較した時、教師の勤務時間は非常に長く、人材の不足感も高いことが指摘された

（OECD 2014）。また近年では教師の部活動に関する過剰な負担が明らかになったり（内田 
2017）、長時間勤務を改善するために文部科学省が主導となり働き方改革を進めていること
などもあげられる（文部科学省 2017）。

問 _

表 5  平均の比較の結果 表6  インタビュー対象者リスト

表 3　2016 年度のテスト結果 表 4　2017 年度のテスト結果



未来共生学  第 5 号198 伊藤｜学力テストを用いたアクションリサーチ 199

11 当初宮原らが研究を実施するにあたったきっかけは、当時の島村小学校校長の斡旋であり、

宮原ら自身も「上から」（宮原他 1959: 134）開始されたと述べている。
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